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1商 法典の改正目的
西 ドイ ツに お い て,1985年12月19日付 で貸借 対 照表 指令 法(Bilanzrichtlinen-Gesetz,BiRiLiG)
ゆ
が決 議 されて,商 法典 の改正 が行なわれた。 この改正 は,1978年7月25日付 で,EG第4号 指令
(4.EG-Richtlinie)が公表 され,ヨ ー ロ ッパ共同俸加盟国 に対 して,自 国 の会計規定 をEC第4号
指令の 内容 に合 うよ うに改正すべ きであ るとの要請 にこた えて行なわ れた もの であ る。
従来 の商法典 は株 式会社 に関 して だけ会 計規定 を細 か く示 すのみで,他 の形態 の会 社に関 しては
間接的 に規 定 してい るにすぎなか った。 これに対 して,新 商 法典 は,会 計規定 に関 してい えば,最
初にすべての商人 に関す る一般規 定 を設 け,次 に一般規 定 を補 完す るかたちで,専 ら資本会社(株
式会社,株 式合資会 社お よび有限会社)に 関す る特別規定 を設 けている。 こうしたすべての商人に
関す る規 定 と資本会 社 に関す る特別規定 とを設け る形式 は1965年の株式法(以 下,旧 株式法 とい
う)に は見 られなか った形式であ る。商法典が こ うした形 式 を採用 したのは,EC第4号 指令 に要
ゆ
請されて のことではな く,西 ドイツの立法者 の 自由な意 志 に基づ いての ことであ る。
上記 の よ うに,商 法典 におけ る会 計規 定は一般規定 と従来は株式法や有限会 社法 とい った特 別法
に含 め られてきた よ うな特別規 定 とか ら構成 されることにな ったの で,株 式法,有 限会社法 や協同
組合法 の内に会計規 定 を設けてお く必要がな くな つ鵡 そこで,西 ドイツにお いては,商 法典 の改
　
正に伴 な って,全 体 で39に もお よぶ法律 の改 正が行なわれた。
今 回の商法典 の改 正は,会 社 の年度決算書 の内容 とな ってい る情報 をヨー ロ ッパ共同体全体 を通
ω
して比較可能なものにしたいとするEC第4号 指令の要請を受けて行なわれたものである。 その
結果,商法典はその第3編 ・商業帳簿に関する規定について,EC第4号 指令の個別的年度決算書
に関する規定,EC第7号 指令の連結決算書に関する規定およびEC第8号 指令の法人監査人に
関する規定を重点的に採り入れている。
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新商法典 は,EC第4一号指令 の要請 を受 け入 れて,年 度決算 書 の情 報能 力の充実 をめ ざ・した規定
を採 り入 れてV・る・ た とえば・商法蝋264条crl2項は 「鞭 決算書は・ ……会社 明 麟 態;、財
政 状態お よび収益状態 につ いて,事 実関係 に適合 す る概観 を伝 達 しなければな らない。」 と規定 し
て いる。 ここに 見受 け られ る 『事実関係 に適合す る概観 』(eindentatsachlichenVerhaltnissen
entsprechendsBild)・とレ・'う表 現 ほEC・ 第4号 指 令 第'2条の表 現 を受 け入 れ た もの で あ る。EC第
　の
4号指令第2条 の表現は,当 初 の案ではr正 規 かつ適正 な会計 原則』 とい う語で表現 されていたが・
イギ リスの主張 によって,1974年の修正案 にお いて 『真実 かつ公正 な概観』 とい う表現 に改 め られ
た表現 であ る。『事実関係 に適合す る概観 』 とい う表現 は.アングロ ・アメ リカ的な 『真実か つ公正
'
な概観』という表現 を ド1ツ 流 に表現 しな お した語 であ って,年 度 決算 書は 『真実 かつ公正 な概 観』
くの
を示すべ きで あるとす る イギ リス流 の情 報開示 とい う考 え方 を受 け入れた表 現 であ る。
商法典第264条第1項1文 は,「資本会社 の法 定代 理人は,年 度 決算書(第242条)の 範 囲 を貸
借 対照表お よび損益計算書,附 属明細書 に まで拡 大 し,劉 に,状 況報告 書 を作成 しなければな らな
、い6」:と規 定 して いる。.・すなわ ち{・商法典 は,旧 株式法第160条第2項 においては営業報告書 の内
容 とな ってい磯 明報 告 と状 況報 告 と・につ いて,前 者 を貸借対照 表お よび損益計贈 とな らぶ年度
決算書 に格 上げ して附属 明細書 と し,後 者 を営業銀告書か ら分離 独立 させて状況 報告書 に格上 げ し
たのである。こ.のよ,うに して,商 法典 は,改 正に 当 って,年 度 決算 書の情報開示能 力の充実 をね ら
ってい る。、
また,商 法典 は,・第284条第2項 において,附 属 明細書 には,次 の(1)～㈲ を収 めな ければな
.らない と規 定 してい る。
(1)貸借 対照表お よび損益計算書の項 目に適用 した計」二方法(Bilanzierungsmethoden)および
評 価方 法
② 外 国通貨で表示 されてい る ものにつ いての マルク換 算基準
(3)計⊥方法 および評 価方法か らの離脱 があ るばあいには,そ の記載 と理 由
L(4)1特殊な評価 を行 な った棚卸資産の原価 と時価 との著 しい差額
⑤ 製作原価 への他人資本利息 の算入,
上記 の貸借対 照表お よび損 益計算 書に関す る説明 のほか に,商 法典第285条には その他 の義務的
記 載事項 が多数み うけ られ る。 また,状 況報告書 に叙述 す る ものについては商法 典第289条第2項
.にお いてi,乱④:営業年度終 了後 に生 じた:重要 な:事象、(U>資本会社 の将 来的展 望仁 の 研 究お よび開
発領:域,『とい った重要 な情報 が,非 財務的1吉報 を含 めて要求 され てい る。 こうした点 は商法典 が,
改正 を機 に,旧 株 式法 に くらべてい っそ う情 報開示能 力の充実 につ とめよ うと してい る点で ある。
上に一部紹 介 レた商法典第264条第2・項 の全文は,資 本会社 に対 して・ 「資本会 社の年度決算書
は正規 の簿記 の諸原則 を遵守 し,資 本会社 の財産状態,財 政状 態お よび収 益状態 につ いてヂ 事実関
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係 に適合す る概観 を伝達 しなけれ壱諏 らな い.特 別の事情 のたM・vこ年度決算 書が1文 にい う事実関
係に適合す る概観 を伝 達 しえない とき'には,附 属 明細書に追加的 な報告 を しなければな らな い。」
と規定 して い る6こ の附属 明細書へ の追加的な報告 を要求す る規定は 旧株 式法第148条お よ び第
149条には見 られなか った もの で・ 新 商瀕 が情 報開示 とい う点に関 しての充実 をはか った規 定で
ある。
ところで,上 の条文 を見 ると,正 規 の簿記 の諸原則 を遵守 する ことによ って,い ちお うは事実関
係に適 合す る概観 が伝達 可能 であ るが・特別 の事情 があ るばあ いには,た とえ正規の簿記 の諸原則
を遵守 した と して も,事 実関係 に適合 する概観 を伝達 しえな いこ とがあ りうる とい うの である
。 そ
して'そ の ばあいには附属 明細書への渤 ・的親鍵 行な うべ きであ ると・・うのであ る。 こ うした情
報開示規 定 を新 商法典 の中に採 り入 れたのはEC第4号 指令第2条 第4項 の 「本 指令の適用 が・.■・.
嫉 かつ公疎 概観を与えるの眉 ・分でない場合には,徹 的清報を提示 しなければならな、(孤
とい う規定 を受 け入 れた結果 である。 しか し,商 法典 は,同 指令同条第5項 が,正 規 の簿記 の諸原
則を遵守するとかや て事実関係に齢 する概観の伝達を行な・・えないばあいには詔 令の規定 ・々
従が うよ りも積極的 にその規 定か ら離脱 すべ きであ る,と す る考 え方 は採用 してお らず,EC第4
樹 齢 が求め るほ ど徹底 した情報開示 を求めてい るわけではな レ・.す なわち漸 商法典 は正規 の簿
記の諸原則 の枠 の内 で情 報開示能 力の充実 をはかろ うとい うのである。商法典は情報開示能 力の充
実に努 力 して いる。 じか し,そ れは現行 の会計 の枠 の内で充実 させ よ うとい うのであ り,そ の枠 を
超 えて,現 行 の会計体 系 を超 えて まで充実 させ よ うとい うのではない。 この点 が商法典 の情 報開示
に関す る特徴 である と言 えよ う。
ll資 産計上規定
新 商法典 の形 式につ いて・一一般規 定 と糊 概 定 とか らなる特 徴 のほか に,計 」規 定(A。、at、v。,.
sch・董ft・・)と 諦 継(B・w・ ・tung・v・・9・h・ift・n)と・を別 々 に 謝 た こ とが あげ られ よ £ こ う し
た法律 の形式は 旧株 式法 には見 られなか った もの であ る。 ここでは,ま ず,前 者の計上規 定につい
て検討 する。
商法典第246条第1項 は 「年度決算書 には,法 律 に別段 の定 めがあるば あい を除 いて,す べての
資産,負 債,計 算限定項 目,費 用お よび収益 を計上 しなければな らない。」 と規定 して いる。 ここ
にあ る・『資産』(Verm6gensgegenstand)とい う語 は,商 法典 の改正草案 にお いては 『経済財 』
(Wi・tsch・ftgUt・・)と ・う語 で表 現 され て ・・£ この草 案 の用 言吾は,難 燃 劾 借 方{}IIJV、S、f上さ
れるものを独立の取引能力をもつすべての財(経 済財)という表現でとらえようとした経営経済学
教授連合の影響を受けた用語である。経営経済学教授連合の会計制度委員会は,年度決算書は会ネ{=
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の財産状態,・財政状態および収益状態に関して事実に適合する概観を伝達するものでなければなら
ゆ
な い,と の考 え方 か ら 『商法会計 に関す る改 正提案』 を示 してい る。 こ うした考 えか ら 『経済財』
どい う用語 を用 いよ うとしたのは従来 の資産概念 では理解 しえない項 目について も 『事実関係 に適
合す る概観』 の伝達 のために貸借対 照表借 方計上能 力 を与 えたい と考 えたか らで あろ う。 そのよ う
な ものの典型的な例 としては リー スがあ る。
'会計制 度委員会は 「企業 が賃借 した経済財 は
,そ れが賃借人 に経 済的に帰属 す る場 合 には,当 該
ゆ
賃借 人に よ り貸借 対照表 に計上す べきであ る。」 と考 えてい る。 現行 の会計 にお いて,所 有 してい
る設備 資産 はその使用価値 を有 す るゆえに貸借 対照表 に計上 されてい ることを考 えるな らば,,リー
スしてい る設 備資産 が経済的 に賃借 人 に帰属 す るばあ いには,リ 門 ス資産 は所有 してい る設 備資産
と同 じ意味 に おいて貸借対照表 に計上 され るべ きであ ろ う。従来,資 産 については法 的所有権 と,い
う ものが多少な りと も意識 された よ うに思 われ るが,使 用価値 とい う点 か らみて,リ ー ス資産 と所
有資産 との問に本質的な ちがいはな いはずであ り,両 者は と もに貸借対照表 に計上 され るべ きもの
であ ると考え られ よう。
使用価値 を有 す'る点 を考 えて,リ ー ス資産 を も貸借 対照表借方へ計上 したい との考 えか ら,・会計
制度 委員 会は 『経 済財 』 とい う概念 を もち出 したの であろ う。 しか し,商 法典 の立法者達 は,『経
済財』 とい う'語が税 法に採用 され ているこ とを理 由に,草 案 に見 られた、r経済財』 とい う語 の採用
ゆ
を断念 して,『資産』 とい う伝統 的な用 語 を採用 した。 そのため に,結 果 と して,商 法典は 、『事:実
関係 に適合 す る概観 』の伝達 をめざ しな が ら も,正 規の簿記の諸原則 の枠 を超 えて資産概念 を質的
・量的 に拡大 で きず におわってい る。す なわち,商 法典は正規の簿記 の諸原則 の枠 内において 『事
実 関係 に適 合す る概観 』 の伝達 を行 なお うとい うことにな って しまったの である。
商法典 は,資 産概 念 を正規の簿記の諸原則 の枠 をの りこえて質 的 ・量的 に拡 大 しような どとは考
えていない。 む しろ,そ れ どころか商法典 は,第246条 に見 るよ うに,別 段の定 め を設 け ることに
よ って,貸 借 対照表へ計上す る資産 の内容 を制限 さえ して いる。
商法典 ほ,企 業 の設立費 および 自己資本 の調達費(第248条 第1項),・有償取 得 によ らな い無形
固定 資産(第248条 第2項)に ついて,貸 借 対照表借 方への計上 を禁 止 してい る。た だ,こ れ らの
項 目についての計 上禁 止規 定は,新 商法 典特 有 の規 定ではない。 これ らの計上 禁止規定は 旧株式法
第153条第4項 において も見 られた ものであ り,商 法典 は旧株 式法 の禁止規 定 をほとん どその まま
引 きつい だのであ る。
.さらに,商 法,典は,企 業譲受 による営業権(第255条 第4項),資 本会社の開業準備費お よび営
業拡張費(第269条)等 について,貸 借対 照表借方 へ計..Lするか否か を選択 しうる項 目と して示 し
て いる。 これ らの項 目についての選 択計上権 を認 め る規 定 もまた商 法典特有 の もの ではな く,旧株
式法第156条第4項,第153条 第5項 の選択計上規 定 を引 きついだ ものであ る。
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設立費や自己資本の調達費はわが国でいう創立費や新株発行費に相当するものであると思われる
が,これらはわが国の会計においては繰延資産として貸借対照借方に計上されることになっている
資産である。繰延資産は,わが国の連続意見書第5に 見られるように,効果の発現という事実ある
いは収益との対応関係を重視 して数期間にわたって費用として配分するものであり,期間損益計算
の観点から資産と認められるものである。これらの繰延資産は,他の資産が概ね売買ないし交換の
対象となりうる財産であるのに対して,単独では売買ないし交換の対象とはなりえない資産であるb
したがって,仮 に期間損益計算とは異なる観点,た とえば,債権者保護というような観点から見れ
ば,資 産 であ るとは言 えな いか もしれない。…こ れ らの繰延 資産 が資産 であ るのは期間損益計 算 とい
う観 点か ら.見ての こ とであ り,期 間損益計算 とい う観 点 か ら離 れ るな らば繰延資産 を資産 として取
り扱 わなければな らない轟然性 は存在 しない と考 え られ よ う。・ ・'、
1ド イツにおいては,一 般 に,会 計 を語 るときに債権者保護 とい うこ とが相 当に意識 されて いるよ
うに思わ れ る。.仮に,債 権者保 護 とい うこ:と.を考 えれば,設 立費や 自己資本調達員 とい っだ繰延 資
産は単独 では売 買ない し交換 の対象 とな りえな い ものであ るので,こ れ らの ものを貸借対照表借方
… へ計⊥ す ることを禁 止 し・た ど して ㌫ それは い つこうに ざ しつか えな いであろ う。商法典 が,改 正
iに 当 って,債 権者保護 とい う点 も含 めて情報開示能 力の充 実 とい う点か ら資産 を考 えてい るとすれ
… ば,期 間損 益計 算の点か ら資産 であ った もの を必ず資産 と して取 り扱 わなければな らない とい うご
とはない。商法 典は,貸 借 対照表 に計上 す る資産 の内容 を制限 してい るが,こ れは商法 典力精 報開
示能 力の充実 のために,正 規 の簿記 の諸 原則 の枠組 に若干 の手 直 しを加 えた結 果で あろ う。
商法典 は,設 立 費お よび資本調達費 の計上 を禁」hし・て いる(第248条第1項)の に対 して,'同じ・
繰延資産 に属 す る開業費お よび営業拡 張費(わ が国 でい う開発 費に相 当す る)に つ いては託 上選択
権 を認 めて いる(第269条)。 後者 の項 目の選択計上 について,商 法典第269条は 「営業活動 の開
業準備お よびその拡張 のための費用 は,貸 借 対照表計上能 力がないか ぎ り,貸 借 対照表補 助項 目と
して資産 の部 に計上 す ることがで きる。」 と規 定 してい る。 すなわ ち,商 法典は,こ れ らの項 目に
は貸借 対照計上能 力はないが,貸 借 対照表補 助項 目としてな らば貸借 対照表 に計上 して もよ.いどい
うのであ る。,この貸借 対 照表補 助項 目とい うのは,資 産 その ものでは ないが,例 外的 に借方計上 す
ゆ
ることができ るとい う意味 であ る。 そ して,こ れ らの項 目を貸借対 照表 に計上 したばあいには,そ
の分 だけ利益 はなか った もの とみな して,わ が国の商 法第290条と同趣 旨の配 当制限 が義務づけ ら
れてい る。 商法典 は,み ずか らが資産 としての扱 い を しな い項 目について資産 の部 への選択計上 を
認めてい るのであ る。 商法典 の今 回の改正 の趣 旨は,は じめに見参よ うに,年 度決算書 をヨー ロ ッ
パ共同体全体 を通 して比較可能 な ものに した いとい うEC第4号 指令 の要請 を受け入 れ た こ と・に
あるは ずであ る.し か るに滴 法難 よ,み ずか らが資産 の扱 いを しな 噸 目について資産 の部へ ρ
選択計上 を認 めることは年度決算書 の ヨ… ロ ッパ共同体 内 での比較可能性 の問題 どころか 自国内に
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お いて も比 較可能 な情 報 を提供 しえな いことにな るであろ う。商法典 が上紀 の項 目につ いて選択計
上規 定 を旧株 式法 か ら引 き継 いだ ことにつ いては,商 法典改正 の趣 旨かち判断 して,理 解 しがた・い
ことであ る。
有償取得 の営業権 につ いて も貸借対 照表 への計上選択権 が認 め られて いるが,こ め 点 について も
商法典は 中途はん ぱであ る。有償取 得の営業権 について,商 法典は,貸 借 対照 表に計上 しなければ
,ならな い ものであ ると考 えて いるの であれば,計 上義務規 定 を設 け るべ きであ るし,反 対 に,計 上
してはな らない ものであ ると考 えてい るのであれば,計 上禁止規定 を設 け るべ きであ る。 こめばあ
い,計 上義務規 定 を設 けた とす れば,そ れは それで意味が ある し,計 上禁 止規 定 を設 けた と して も,
それはそれで意味 があ ることである。 だか らと'いって,折 衷的 に計上 して もしな くて もよ・い とす る
計上選択規 定 を設 け るのは 中途 はんぱであ る。 有償取得 の営業権 は無形固定資産 であ るどい うま り'
は繰延 資産 で あ って,期 間損益計算 とい う点 か らみて,資 産 と見 られる ものであ る'。したが って・
期間損 益計算 とい うことを主 目的 に考 えるな らば,有 償取得 の営業権 は資産 の部に計.ヒしなけれ ば
な らない はずの ものであ る。'しか し,債 権者保護 とい う点 を含 めて,情 報の提 供 とい う点か ら見れ
ば,有 償取得 の営業権 は,先 にあげた繰延 資産 と同様 に,資 産 として取 り扱わなけ ればな らない必
然性 はな いのであ って,貸 借対照表 への計上 を禁 止 し・て もよいであろ う。す なわち,商 法典 が多少
な りとも正規の簿記 の諸原則 の枠 をこえての情 報提供 とい うことを考 えるな らば,商 法典 は,'先に
見た よ うに,有 償取得 の営業権 について選 択計上規定 を殺 げ るべ きでは なか ったであろ う。計 上 し
た り計上 しなか った りでは比 較可能な年度 決算書 を提供 す るこ とが困難 にな って しま うであろ う。
商法典が選択計上規定 を設 けてい る ことにつ いては,今 回の改正 の趣 旨か ら見て,大 いに不満 が残
る ところで あ る。
皿:資 産 評 価 規 定
1.資 産評価 の基本 的規 定
商法典 は,資 産 評価規 定に関 していえば,ま ず,す べて の商人 に関 す る規定 を第240条第3項,
第4項 お よび第252条～ 第256条に設 けてお り,次 に,資 本会社 にかか わ る規定 を第279条 ～ 第
283条に規 けてい る。
商法典第252条は,す べての商 人に対 して,r評 価の一般原則』 として,(d)貸借対 照表同二性 の
原則,㈲ 継続企業 の原則,の 個別評価の原則,⇔ 慎 重の原則(発 生主 義の原則,実 現主義 の原
則一 費用 ・収益 の不均等認識 の原則),㈲ 期間区分の原則,〈"N)評価方法継 続の原則,と い う藷原
則 を示 してい る。・これ らの諸 原則 についての萌文 は旧株 式法 には見受 け られなか ったが,新 商法典
は・EC第4号 指令第31条(評 価 の一般原則).にな らって,こ れ らの諸 原則 について の規定 を第252
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条に示 したので ある。 これ らの諸原則 はすで に充分 に正規 の簿記 の諸原則 とな って い る・もので あ り・
現在の制度 として行 なわれてい る会 計 におけ る意味 の ある原則 とな って いる ものであ る。 それゆ え
に,商 法典 にそめ明文 の規 定があ ろ'うとなかろ うと どち らで もよいと言 え るか も しれな い∴ しか し・
特 に,王 記 の諸 原則 の うち,くイ),㈲,㈱,〈tgとい う企 業の継続 とい うことを示 した原則 を明文 を も
って示 した ことは意味が あ る。会計 におけ る評価 とい うものは企業 の継続性 と.いうこと を前提 と し
て行 なわれてい る こと,お よ び,「評価方法 の継統 とい うことは会計 学の文 献 にお いては当然 の こ
とと してのべ られてい るが,、実務 にお いては必 らず し も受 け入 れ られ,実 行 され てい るわけでは な
'
レ喩 」'ことを考 えれば,こ れ らの諸 原則 につ いて明文 を もって規定 した ことは意味 が ある。
商法典第253条は,資 産評価 に関 して,1次の よ うに規 定 してい る。「資産は,最 高限,'-取得原価
又は製作 原価 たよ って評 価 し,第2項 お よび第3項 に よる減価記 入額 を差 し引 いて評 価 しな ければ
な らない。」 このばあい,こ こに 『最高限』 とあ るところが ら,こ の評価 原則 を 『原価最高主義 』
と呼ぶ のが よいか も しれな いが,呼 称 は どうあれ,実 質的 に 『原価主 義』 とは異な る何 か別 の評 価
原則 である ど見 るべ きではな い。 こごに ・r最高限』 とあるのは・ 資産 の評価に 当 っては・評 価替増
額 によ る評価益 の計 上 を見合わせ1か つデ取 得原価 または製作原価 を も・って行な い,,そのあ どで必
要な減価分 を差 し引 くとい う意味 であって,『最 高限』 を取 得原価 または製作原価 と して,あ とは
ゼロまでの金 額の うちの恣意的 な金額で評 価 してよい とい うこ とではな いであろ う。 わが国 の企 業
会計原則 ・貸借 対照表原則5に.「貸借対 照表 に記載 す る資産 の価額 は,原 則 と して,当 該 資産 の取
得原価 を基 礎 と して計上 しなければな・らな い。」 と規 定 されて いて,そ の評価原則 はr原 価主 義』
と呼ばれ て'いる。.こ¢)ばあい,資 産の評価は,取 得原価 を 『最高限』 とす るとい う表現 が見 られな
くて で,,評価益 の計 上 を もた らす評価替増額 は行 なわない し,資 産 を取 得原価 に基 づいて評価 した
あとで何 があ って も取得原価 額の変更 を行な わない とい うもので もな い6『原価 主義』 が原則 とな
ってい る会計 にお いて も,取 得原価 を 『最高限』 に して,あ とは必要な減価記入 が行 なわれ てい る
のであ る。 すなわ ち,商 法典 にい う 『原 価最高主義』 は実質的 にみて,わ が国にお いて行 なわれて
いるよ、うな 『原価主義』 を指示 してい る もの と:考え られ よ う。
商法典は資産評価 に当 って 『原価 主義』 に基 づ くべ きであ るとしてい る。 それ ゆ え,た とえば,
1α年 ほ ど前 に1,000にて購入 した土地の価格 が上昇 して,現 在 では5・000にな ってい ると して も・
土地 は1,000にて価額 づけす る ことにな ってい る。『この ばあい,『事実関係 に適合 す る概観』 の伝
達 とい うことを考 えれば,土 地 の価額 は取得原 価1,000で価額 づ けるよ りも時価5・000で価 額 づけ
る ことが適 当で あろ う。 しか し,現 行 の制度 として行 なわれてい る会計 においては,上 記の例 につ
いて,土 地は取 得原価1,000のまi.k・価 額づけ され,・評価益4・000の認識は なされて いない・ これ
は制度 としての会 計 の主 日的 が分 配可能な利益 を算 定す るこ とにあ るか らであろ う。すなわ ち・・土
地 を時価5,0QOで価額 づザ し,評 価益4,00Qを認識 す る方法 は正規の簿記 の諸原則 に反 す る処 理で
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あ り,,反対 に,.1,000で価額 づけ し,評 価益 の認識 を行なわな いのは正規 の簿記 の諸原 則に・そ った
処理 である。 商法典 がr原 価主義』.を採用 ・して い るのは,正 規 の簿 記 の原則 の枠 内で,『事実 関係
に適合す る概観 』の伝達 をめ ざ して いるのであ ってt.商法典 は・正規 の簿記 の諸原 則に従が、うな ら
ば,r事実関係 に適合 す る概観』 の 伝達 に不便 をきたすばあいに も.,それ らQ賭 原則か ら離脱 す る
意 志はないので ある。i'..・.層,
'量
2..流動資産 の評 価
先 に見たr評 価の一般原則 』のひ'とつ に慎重 の原則(発 生主義 の原則,実 現主義 の原則 一 費用
,,6収益不均等認識 の原則)が ある。 この原則 は,費 用 は予 見可能 な段階 すなわ ち発生 し鳶段階で認
識 しなければな らないカ㍉、収益は実現主義 に よ って認識 しなければな らない とす る ものであ る。.こ
の費用.D収益 の不均等認識 の原則 は流動 資産 の評価 とい う点に関 してい えば,低 価主義 を意識 にお
:いた原則 で・あ る。
商法典は1流 動資産 の評価に つ いて,原 則 と して,・「…・・最 高限,取 得原価又 は製作原価 によ っ
,て… …評価 しな ければな らない6」(第'253条第1項1文)と しなが らも,「決算 日において・ 取 引
所価格又 は市場価格 か ら判 明す るよ りも低 い価額 を もって価額 づけを行 な うために,評 価減記入 を
行 なわ・なければな・らない。 …;・'一」(第253条第3項1文)と して低価 主義 による評価 を認 めて いる。
低価主義 は,流 動資産 の評価 に当 って,取 得原価 と時価 とを比較 して低い方で価額 づけ を行な う
方法 であ るξ したが ってうた とえば,取 得原 価100の商品 の時価 が ④80に な ったばあい・または
◎110に な ったば あい,④ の例 では流動 資産は80で価 額づ け され・20の 評 価損が認識 され るこ
とにな るのに対 して,◎.の 例では100のまま価額 づけ ざれ,評 価益 の計上 は行 なわ れな い ことに
な る:。:これは分配可能利益算 定のた めに意 味 のあ る会計 処理 であ り,正 規 の簿記 の諸原則 に従 うた
会計処理 であ る。・しか しjlこの よ うな会 計処理 はr事 実関係 に適合 す る概観 』 を伝達 す るもの とし
ては明 らか に不 合理で ある。 このばあい,商 法典 が低価主義 を認めてい るのは,商 法典 自身がr事
実関係に適合す る概観』 の伝達 を行 な うに当 って 正規 の簿記 の諸原則 の枠組 を超 える気のな いこと
を示す もの であ る6'.:'tt
商法典 は低価主義 について,さ らに,次 の よ うに規定 してい る。 「近 い将来 に資産価値 を価値の
変動 に基 づいて変更 しなけれ ばな らな いば あいには,そ れ を避 けるために理性的 な商 人の判断 に従
が って・s予め減価記入 を行 な うことができ る。」〈窮253条第3項3文)こ のばあい,資 産価 値の変
なの
動 が多年 にお よぶ ことが条件 にな ってい るわけで あるが;・近 い将来一"・一しか も,そ の近 い将来 とい
　
うことが2年 くらいの ことをい うの との考 え方 もあ るとすれば一 の価額下落 を もとりもげるとい
うことは決算 日評価 および期間 計算 とい うことを無視 す る見方で ある。 こめ評価減額 は,商 法典第
277条第3項 によれば,損 益計算書 に区分表示 す るか,:iあるいは,附 属 明細書 に記 載 しな'ければな
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らない,と されてい る。 しか し,期 間 に関係 のない価額下落は,そ の期 の損益計 算 にはかかわ りの
ない ことであ って,損 益計算 書への表 示は,た とえ区分表示す るにせ よ,:遠慮 すべ きで あろ う。 こ
のばあい,・商法典 がr事 実 関係 に適 合す る概観 』 の伝達 にのために正規の簿記 の諸原則 か'ら離脱 し
て,上 記 の評価減額 を年度決算書 の情 報開示能 力充実のた めに表示 した いとす るとして も,ドそれは
将来の展 望 としセ状況 報告書に表示 され るべき であろ う。 そ うでなければ,損 益計算 書の比較可能
性 とい うことが失なわ れて しまうであろ う。
さ らに・・商法典は第253条學 項 にお ・・て・「(上記 の減価記入の)ほ カ・に・理 性的摘 入の'1・j断
の範囲にお いで ・'減価記入 を行 な って よい。」 としてい る。 この規定 は旧株 式法 には 見 られなか δ
た規定 であ る。 こめ規 定の適用 は資本会 社 に関 しては認 め られていな い(第279条第1項)・ので,
非資本会 社のみが理性 的な商人の判断 で減価記入が認 め られ,資 本会 社 に対 しては理性的な商 人の
判断 に よる減価記入 が認め られない とい うこ とにな る。なぜ,資 本会 社に対 しては理性 的な商 人の
判断 による減価記入 が認め られな いのであ ろ うか。従来,ド イツにお いては秘密積 立金 の設定 に甘
いと ころがあったので,資 本会 社 に対 しては秘密積立金 の設 定 を排 除す る意味 か ら理性 的な商 人 の
　
判断 に よる減価記入 を禁 止 したの であろ う。 とすれば,逆 に言 えば,非 資本会社 に対 しては,秘 密
積立金の設定 を容 認する よ うな規定がな された とい うことにな って しま'う。商法 典は旧株 式法 にな
か った よ うな こう した秘密積立金容認規定 をわ ざわ ざ設 ける必要はなか ったであろ う。 この規定 を
設けた ことはr事 実 関係に適合す る概観 』.を伝達す る上 で無意味 であ った と言 えよ う。
`3.固 定資産 の評価
商法 典は,固 定資産 について も,流 動 資産 のばあい と同様 に,「……最高限,取 得原価又 は製作
原価に よって・…一■・評価 しな:ければな らない。」(第253条第1項1文)と 規定 してい る。 さらに,「耐
用年数 のあ る固定資産 については,取 得原価又 は製作原価か ら計 画的な減価償却額 を減額 しな けれ
ばな らな い。 その計 画は取 得原価又 は製作原妬 をその資産 の使用 予定営業期間 に配分 しなければな
らないρ」(第253条第2項1文,2文)と してい る。1これ らの規定 は,わ が国 ゐ商法第34条 第2項
の 、「固定資産 二付 テハ取得 原価又 ハ製作 価額 ヲ附 シ……毎決算 期 二相 当ノ償却 ヲ為 …… スコ トヲ要
ス」.とい う規 定 と同趣 旨の規 定 であ り,毎 年の計画的な減価償却 を要求す るものであ り,正 規 の簿
記 の処原則 に従 った会 計処理であ る。
さらに,商 法典 は償却 資産 お よび投 資の減価記入 につ いて,「耐用年数 が有 る無 しにかかわ らず,
固定資産 については決 算 日に付 すべ きよ り低 い価額 で計上す るために,計 画外 の減価記入 を行 な う
ことがで きる。但 し,価 額が持続 して低下 する と予測 される ときには,計 画外 の減価記 入 を行 なわ
なければな らない。」(第253条第2項3文)と 規定 して いる。 ただ,資 本会社 に対 しては,「(上記
の規定は)… …投 資についてだ ナ々は,持 続す る価額低下 が予測 されな いばあいに も適用 す る。」(第
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279条第1項2・文)こ とにな ってい る。
商法典 は固定 資産 について計画外 の減価記入 を認 めてい る。 ここに いう計 画外 の減価記入 はヅ臨
時的 な減価記入 をい うのであ って,投 資 についてみれば,わ ミ々国の商法第285条ノ6第3項 の 「取
引所 ノ相場 ナ キ株 式 二付 テハ其 ノ発行会社 ノ資産状 態 が著 シク悪 化 シタル トキハ相 当 ノ減 額 ヲ論 ス
コ トヲ要 ス」 とい う規定 にあ るよ うな臨時的 な減価 記入 を思 い浮べれば よいであろ う。耐 用年数の
あ る固定 資産 についての計 画外 の減価記入 とは,計 画 に入 れていなか った不測 の事態 の発 生 した こ
とを意味 す る。.この点 については,わ が国の商法第34条第2項 に'.「……予測 スル!ト 能 ハ ザル減
損 が生 ジタ トキハ相 当ノ減 額 ヲ為 ス コ トヲ要 ス」 とあ るが,.ドイツ商法典 にい う耐用年数 あ.る固定
資産 についての計画外減価記入 とは,わ が国でい う相 当の減額 を意味 す る もの と考 え られよ'う。 こ
うした減価記入は現行の会計において行なわれている会計処理であり,正規の簿記の処原則に従っ
た会計処理である。
IV逆基準性による資産評価
皿において,正 規 の簿記 の諸原則 に従 った減価記入 を見た。 しか し,商 法典 は,す べての商人に
対 しで'会 計上認 め られてい る減価 記入 をこえて 「… …税法 に よ って だけ認 め られ る減価 記入 に基
づ く低 い価額 で貸借対 照表 に計 上す るために,減 価記入 を行な うこ とができ る。」〈第254条)ど 規
定 してい る。 また,商 法典 は,資 本会 社 に対 して も,「… …それ が貸借対 照表 か ら明 らか にな る こ
とに よって税法上 の利 益決 定につい て税法 が承認 す るな らば,減 価記入 を行 な'うこ とが で き る6」
(第279条第2項)と 定 めてい る。 ここにい う税 法上 の減価記入 とは設備 資産 についての特 別償却
と.いった処理 を思 い浮べた らよいで あろ うが,上 記 の規定は こ うい りた税法 上の特例 と して認 め ら
れ るよ うな処理 を商法典 の中に もち込 んだ ものであ る。
・こうした税法上の規定 を商法典 に受 け入 れ るr逆 基準性』(umgekehrteMaBgeblichkeit>は他
に も商法典 の中に見い出 され る。 ここでは,特 に,資 産評価 に関係 のある規 定 として,上 記 の二規
定 とともに興味 のある商法典第280条の規 定 を見て みよ う。 第280条には次の規 定があ る。・「(第1
項)第253条 第2項3文(計 画外 の)又 は第254条第1項(税 法 に よる)減 価 記入が行なわ れ,iそ
の後 の営業年度 にお いて減価記入 の根拠 が もはや存在 しな いこ とが判明 した ときには,・… … これを
増価(価 額回復).記入 しなければな らな い。(第二項)よ り低 い計上価額 を税 法上の利 益決算 に際
して保持 する ことができ,か つその保持 の前提が よ り低い計上価額 を貸借対 照表上 も保持 す ること
がで きるときには,第1項 によ る増価(価 額 回復)記 入 を行なわな い ことがで きる。」 す なわち,
商法典 は,減 価記入 の根拠 がな くな った ときには,価 額 回復記入 をしなければな らな いと しなが ら
もデ課税所得 の増大 を回避 す るためには価額 回復命 令に従わな くて もよい とい うのであ る。
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商事貸借対照表と税務貸借対照表との関係は古 ぐから 『基準性』が重んじられてきた。・税務貸借
対照表は・税法が特別の規定を設けていないばあいには,商法典の規定や正規の簿記の諸原則に従
った商:事貸借対照表を基準として作成され,税務上の特別規定が設けられているばあいには,基準
となっている商事貸借対照表に課税所得を算定するために必要な特剛規定による修正を加えて作成
されるので;ある♂ヒういう意味でヂ商事貸借対照表は税務上の利益計測の出発点なのであ畿 この
点については税法 も認 めていて,西 ドイツ所得税法第5条 第1項 に 「… …利益は,商 法 上の正規 の
簿記 の諸原則 を考慮 して算 定 しなければな らない。⊥ と してい る。 これ と同 じ趣 旨の規定 はわが国
の法人税法第22条,「法人税 の課税標 準 である各 事業年度 の収益 および費用 め額 は,.一般 に公正妥
当と認 め られ る会計処理 に従 って計算 す るもの とす る。」 に も見 られ る。,その表現 の仕方 の違いは
あって も,両 者 の趣 旨は,1課税所得 の算定 は,・商事貸借対照表,正 規 の簿記の諸原則,公 正な会 計
慣行が基 準にな る とい うことである。 ・1.
商事貸借 対照表 と税 務貸借対照表 との関係は,本 来,『基準性』 が尊重 され るべ きであ る。・しか
るに,商 法典は第254条,第279条第2項,第280条 第2項 に見 るよ う'に'『逆基準性」 を受 け入 れ
ている。L商法 典第254条の規定は税法:上特別 に認め られ る減価記入(特 別償却 のよ うな減価 記入)
を商事貸借 対照表 に計上 しうるとい うのである。 しか し,税 法上特 別 に認 め られ る減価 記入 は,課
税所得 の計算 上損 金 と して計上 しうるとい うだけの ことであ って,'会計上の実際 の減価 ではない。
こ うい う減缶 記入 を商事 貸借 対照表に計上す るとして も,.そめ貸借 対照表は企業 のr事 実関 係に適
合す る概観 』1の伝達 に役立 たないであろ う。
また,第280条第1項 は,資 木会社 に対 して,行 な った減価記入 に根 拠が存在 しな くな ったば あ
いの鷹 聴 鈴 を朧 してy)る・、・し ・々レ個 条第2項 は・'樋 あ.っさ りとイ噸 回飾 令鱒 鴎
て しまって いる。すなわ ち,減 価記入 に根拠 がな くな ったば あいには価額 回復 させな ければな らな
いと命 じてお きなが ら,税 務上 の所得決定 のため に減価 記入 を保持 す るばあい'には,1商事貸借 対照
表もその減欄 入を保持し雄 才・ばならないというのである・.ゆ 尋まあい商 顔 師 糖 復齢
が見 られ ると して も,そ れ に従が うとなれ ば,課 税 所得 を増大 させ ることにな り;"商事貸借対 照表
への減価記入を保持しさえずれば,課税を免かれるというみであれば,どれぽどあ企業がわぎおざ
鷹 回復命餌 節 か疑問飾 ろう・多 く,の蝶 は課漸 得の蹴 をさレナる⑳ に儲 嘩 磁 択
するであろ うか'ら,結局 め と'ころ,第280条第1項 の価額 回復命令 は有名 無実にな6て しまい,貸
借対照表はr事 実関係 に適合 する概 観』 の伝達 しえな いことにな るであ ろ う。
会計上 の実際 の減価 でない もの を税法 の特例 によ って減価記入 し その減価記入 を受 け入 れた貸
借対照表が『'r事実関係 た適合 した概観』 を伝達 しえな いと同 じよ うに,・減価記入 ゐ被拠 がな くな っ
たばあいに・締 じなけれぽなら加 傭 回復をと嘱 げない鮒 卸{磯 際 麟 噂 合する
概観』 を伝達 する もの とはな らないで あろ う。 このばあい,資 本会社 に対 しては第281条第1項1
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文 に 「第254条に認 め られて い る減価記入 は,… …準備金関係 の特別項 目に繰 り入 れ る方法 にお い
'て 行な うことが でき る
。」 旨が規定 されて いて,r事実関係 に適合 す る概観 』の伝 達が損 なわ れ るこ
とに対 して,そ れ を回避 す る道 を選択 ℃ きることにな?て はい'る。 しか し,資 本会社 がその道 を選
ばなければ,そ の:貸借対 照表は いぜん と してr事 実関係に適合す る概観』 を示 さない ものにな って
しま う。 また,.「税 務上 の理 由か ら行 なわなか った増価記入(価 額 回復)は,附 属 明細書 に示 し,
かつ,充 分 な理 由 を示・さな け・ればな らな い。」(第280条第3項)こ とにな って いる として も・ その
よ うな方法 は単 にお茶 を濁 す程度 の ものであ る』
さ らに;税 務上 の課税 所得の軽減 のた めに,・減 価記入 を保持 し.たい として,.商事 貸借 対照表の減
噛
価 記入 をその まま放 置 してお くとい うのでは,商 法典 は税 法 によ って規制 され るとい うことにな っ
て しまう。.すなわ ち,.本中う商事 貸借対照表 は商法 典の規定 に従 って作成 され るべ き ものであ るに
もか かわ らず,商 事 貸借対照 表が税 法の規制 を受 け るとい う矛盾 を引 き起 こす ごとにな って しまう
であろ う。 ・.』 ・'幽'・ 一1'・t・
「r逆基準 性』'による規 定は商事貸借対照表 と税務貸借対照表 とを同 じ内容 にす る.ものである。 そ
うした点 か らい えばデ会計規 定 のヅ元化な い しは会計実務 の≒元化 とい うことに役 立っ ≧い う意味
は あ るか も しれな い6・しか し,今 回の西 ドイツ商法典 の改正 の主眼 はあ くまで も・ 耳C第4号 指令
の趣 旨を受 け入 れ,年 度決算 書 を してr事 実関係 に適 合す る概観 』 の伝達 を行 なわ せ しめ ようと し
た ところ にあ った ことを考 えれば,年 度決算書 の比較可能 性 を失 なわせ,か つ,『事実 関係に適合す
る概 観』 の伝達 が行な いえない ような 『逆基準性』 を商法典 の中に採 り入 れ るべ きではなか った と
考 え られ る。..
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